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２０２２年度事業計画 

 

Ⅰ．事業方針 

 

新型コロナウイルス感染症の影響により、経済・社会全体が大きく変わり、新たな

ニーズが顕在化しています。それに伴い、新しいビジネスを生み出し・拡大させてい

くためには、経済を維持・発展させていく源泉であるイノベーションが益々重要にな

ります。イノベーションの発展には、特許情報の世界的規模での迅速かつ総合的な収

集・整備及び特許情報への容易なアクセスがインフラとして必要不可欠であります。 

 

こうした中、当財団は、「質の高い特許情報を提供することにより、経済・社会に

貢献する」という経営理念の下、ＡＩなど最先端の技術に関する研究を進めると共に、

社会の変化を着実にとらえ、ユーザーニーズに対応する技術を実装していくことで、

特許情報ユーザーの皆様にご満足いただけるサービスを提供し、さらに、特許情報業

界全体をより活性化すべく、努力してまいります。 

 

特許庁をはじめとする政府の知的財産に関する施策に協力する立場から、当財団

では、出願件数の増大によりその対応が課題となっている商標の調査解析、審査協力

を安定的かつ的確に実施していくと共に、今後のさらなる増大及び業務の複雑化に

対応可能なスキームの調査・検討及び体制の構築を進めます。 

 

また、今後も当財団は、特許情報ユーザーにとって必要なニーズを的確に把握しつ

つ、常に最新の技術を取り込むことで、特許庁等の知的財産に関する施策に協力し、

人工知能技術の実用化、機械翻訳技術の多言語化、脱炭素やＳＤＧｓなど社会的課題

へのＡＩ技術の応用等について一歩先を見据えた研究開発の促進と、その成果を用

いたサービスの向上に努めてまいります。 

 

一方、政府機関からの発注方式につきましては、競争入札の強化により、引き続き、

かなりの分野で熾烈な価格競争の状況が生じておりますが、当財団では、このような

状況の中、品質の確保を大前提とした上で、最新の技術を活かした業務の効率化を合

わせて検討していきます。特許庁からの受託事業につきましては、商標関連事業等の

主要案件について、２０２２年度の事業として継続受注が決定しております。 

 

当財団の自主事業としては、２０１４年８月から提供を開始した「世界特許情報全

文検索サービス」（Japio-GPG／FX）について、データ及びサービス機能の拡充を図

ってまいります。 

また、「特許・情報フェア＆コンファレンス」の主催による特許情報活用の有効化、

我が国産業界全体の国際競争力の強化に資する日本語（産業日本語）に関する研究・

普及活動により翻訳の品質向上を図るとともに、出願書類等の複写サービス、出版物

の提供等、公益性の高い民需事業を実施してまいります。 

さらに、特許先行技術調査支援事業として、調査・相談・情報提供等、中小企業の

知財活用に対する支援を継続して行うとともに、特許情報ポータルサイトの充実を

図ってまいります。 
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これらの推進のために、情報サービス拡販活動をより活発化するとともに、実施体

制を一層整備してまいります。 

 

特許情報研究所では、大学及び企業等の外部の人材を活用し、外部機関と連携しな

がら、人工知能技術の実用化、機械翻訳等の当財団事業の技術力の向上、新規事業の

創設に繋がる研究開発を行い、財団としての力の底上げを図ってまいります。 

 

当財団の各事業を推進するに当たり、引き続き「総合的な競争力の強化と事業革新

の創出」を経営目標に掲げ、以下の４点を念頭に、強固なインフラの構築を視野にお

いて財団の基盤強化と積極的な事業展開を行ってまいります。 

 

（１）品質の高いサービスの提供による顧客満足度の向上 

当財団で取得しているＱＭＳ、ＩＳＭＳ及びプライバシーマークの認証制度

による、マネジメントサイクル（ＰＤＣＡ）を継続的に運用することにより、業

務の見直しを恒常的に行い、ユーザーの皆様に信頼される品質の高いサービス

を提供するとともに、顧客満足度の向上に努めます。 

 

（２）組織力の強化と更なる業務改善によるコストの削減 

財団の事業内容の変化に応じて、専門性を高めた業務管理体制を構築して業

務推進力を強化するとともに、事業のブラッシュアップを継続的に推進し、また、

更なるコスト削減により、財団全体の組織力の強化と、収支の均衡に努めます。 

 

（３）人材の育成と新分野の開拓 

財団の事業推進力を強化するため、職員の専門的資質の向上を図るとともに、

チャレンジ精神に富む、多様化するニーズに対応できる職員を育成して、新たな

事業領域にも積極的に取り組みます。 

 

（４）コンプライアンスの確保と情報共有の推進 

公益目的事業を実施する法人として適正な組織統治とコンプライアンスの確

保のため、法令遵守に留まらず、社会規範として求められる倫理観に基づいて、

役職員が公平・公正に行動するための行動規範の確立に努めます。 

また、財団内に蓄積された知識と経験の一層の共有化を図ります。 

 

当財団は、引き続き我が国の特許情報施策の一翼を担い、社会の多様な変化に的

確に対応して、社会的責任を果たしていくことを目指してまいります。 
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Ⅱ．事業計画の概要

２０２２年度においては、次の事業を行います。

１．特許情報の調査等事業

（１）商標審査及び審判効率化等のための調査資料作成業務

商標審査及び審判に資する調査資料の作成業務を、以下のとおり行います。

① 商標審査前サーチレポート（商標の文字部に関する識別力等調査）作成

② 商標審査前サーチレポート（図形商標の先行絞り込み調査）作成

③ 商標審査前サーチレポート（不明確な指定商品・役務に係る調査）作成

④ 第三者による商標使用等に関する事前調査

（２）商標の拒絶理由横断調査事業

平成 31 年度～令和 3年度に実施の「商標における民間調査者の活用可能性実証

事業」の後継事業となります。

特許庁における商標登録出願の拒絶理由該当性に係る各調査の一部について、

民間能力を活用し、その調査結果である調査報告書を納入するものであり、これを

審査官が審査において活用することで、審査効率を高め、迅速かつ的確な審査処理

に資するための事業を行います。併せて、品質向上策の効果等を検証するための分

析報告書を毎月納入します。

（３）中小企業等特許先行技術調査支援事業（公益目的支出計画事業）

特許情報を通じて中小企業、大学等の知財活用を支援する観点から、中小企業

等の方々の特許出願を対象として、審査請求を行うか否かの判断材料となる特許先

行技術調査の調査費用の一部を負担します。

特定登録調査機関である一般財団法人工業所有権協力センター（ＩＰＣＣ）の

協力を得て、国内特許文献の調査報告書（特定登録調査報告書）とともに、当財団

の世界特許情報全文検索サービス（Japio-GPG／FX）を使用した外国特許文献の

先行技術調査結果を提供することで、海外へ特許出願を行う中小企業等の支援を行

います。

（４）中小企業等特許情報分析活用支援事業

独立行政法人工業所有権情報・研修館が実施する「中小企業等特許情報分析活

用支援事業」において、特許情報分析会社として参画し、中小企業等の利用者の申

請に基づいて、研究開発段階・出願段階の特許情報分析及び審査請求段階の先行技

術調査による中小企業等の支援を行います。

（５）国際ブランド調査

商標検索に関する専門知識を活用し、各国が提供する公的データベースを利用

した国際ブランド調査を実施します。
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２．特許情報の加工・普及等事業

（１）中国特許の請求項及び特許中国審決の機械翻訳に関する調査事業

① 特許庁から指定された中国の審決６万件について、当財団保有のニューラル機

械翻訳エンジンを用いて高精度な機械翻訳文を作成します。

② 中国特許公報１０万件の「特許請求の範囲」全文の機械翻訳結果（特許庁が提

供）を人手で校正し、正確な内容に改めます。さらに、校正した翻訳文と中国語

原文から中日対訳コーパスを作成します。

③ 校正作業を通じて特許庁の機械翻訳文における誤訳や不備の傾向を統計的に

調査・分析し、報告資料を作成します。

（２）米国・欧州特許明細書等の和文抄録の作成業務

欧米の特許明細書についての和文抄録作成業務を、以下のとおり行います。

① 米国公開特許明細書の和文抄録とデータの作成

② 米国特許明細書の和文抄録とデータの作成

③ 欧州公開特許明細書の和文抄録とデータの作成

（３）商標検索効率化のための資料作成等業務

商標の検索効率化に資する資料作成等業務を、以下のとおり行います。

① 商標見本の解析及びデータ作成（国内、マドプロ、サブデータ案件）

② マドプロ案件に係る指定商品／役務名等の翻訳及び類似群コード調査

（４）その他産業財産権情報に係る資料作成等業務

特許・実用新案の検索効率化に資する業務として、三極特許庁交換データ用の

特許・実用新案書誌データ及びＩＰＣインバーテッドファイルの作成を行います。

３．情報提供サービス事業

（１）世界特許情報全文検索サービス（Japio-GPG／FX）の拡充

本サービスは、世界主要国／地域・機関（日本・米国・欧州・中国・韓国・ＷＩ

ＰＯ・独国・仏国・英国・台湾、カナダ）の特許公報全文を一度に日本語ダイレク

ト横断検索ができ、また英語でも横断検索できるほか、公報データ及びフリーテキ

ストのＡＩ翻訳、更に公報の要約、クレームなどの機械翻訳文のダウンロードがで

きるサービスです。本サービスについて、ユーザーニーズを踏まえたデータベース

の拡大、検索機能の充実、ＡＩ翻訳の向上などを実施し、サービスの拡充、多様化

への取り組みを進めます。

（２）特許情報のワンストップポータルサイトの充実

当財団が運営する特許情報ポータルサイト「Patent World by Japio」を通じて、

海外の特許庁及び公的機関が提供する無料の特許情報検索サイト等、ユーザーに有

用なサービスサイトの収録を充実するとともに、中小企業等の知財活用の支援とな

る情報の提供を行います。また、特許情報研究所で開発したＡＩ翻訳機能を一部無

料で利用できるサイトを提供します。
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（３）翻訳関連事業の展開

特許情報研究所における翻訳と検索に関する研究開発の成果を生かした翻訳関

連事業を展開します。

① 中国特許文献等の翻訳事業

中国の特許文献及び審決の日本語への翻訳コストを削減するため、ユーザーニ

ーズに即して、機械翻訳及び人手翻訳を活用した翻訳事業を展開します。

② 日本特許文献等の英訳事業

独立行政法人工業所有権情報・研修館（ＩＮＰＩＴ）による公開特許公報の要

約等の英語翻訳物作成事業に参画し、日本の公開特許公報の要約ならびに発明の

名称の英訳事業（約４万件予定）を行う等、日本語から英語への翻訳コストを削

減するため、ユーザーニーズに即して、機械翻訳及び人手翻訳を活用した翻訳事

業を展開します。

③ Ｊａｐｉｏ－ＡＩ翻訳の拡充

当財団において研究を重ねてきた機械翻訳研究の成果である「ＡＩ翻訳」エン

ジンを活かした翻訳支援サービス、Ｊａｐｉｏ－ＡＩ翻訳を２０２１年度に開始

しました。これは、特許情報翻訳者、翻訳会社、特許事務所等の事業活動に寄与

するサービスです。

現在までに、日本語から英語・中国語（簡体字・繁体字）・韓国語、及び、英

語・中国語（簡体字・繁体字）・韓国語・ドイツ語・フランス語・ロシア語・ス

ペイン語から日本語への翻訳サービスを提供しています。

（４）出願書類等の複写サービス業務

出願書類複写、引用文献取寄せ、優先権証明書の請求及び特許公報複写関連の

業務を行います。

電子包袋については、電子メール及びＣＤ－Ｒでの提供を行います。

紙書類に対する納品に関しては、電子データでの提供も行います。

（５）出版物の提供業務

ＦＩ記号表追補版等、産業財産権情報の利用促進に寄与する、公益性の高い出版

物の提供を行います。

４．研究・開発事業

これまで進めてきた機械翻訳、情報検索及び日本語処理に関する研究開発を更に

発展させ、幅広く産業財産権に関する情報処理及び情報提供に係る研究・開発業務

を行います。

（１）機械翻訳に関する研究開発

機械翻訳技術について、特許文献の機械翻訳の精度・効率向上に資する、英日・

中日の専門用語辞書及びコーパスの構築と特許機械翻訳システムの改良に向けた

研究・開発を進めます。

特に、機械翻訳の翻訳精度と翻訳速度の一層の向上のために、２０１９年１１

月に Japio-GPG／FX のβ版に搭載し、２０２０年４月よりオプションサービスを

開始した「ＡＩ翻訳」エンジンに関して、商用サービスでの利用に適した改善を進
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めると共に、ユーザーニーズ及び利用結果を収集することで、更なる改善を進めま

す。

これらにより、日本語と英語・中国語間の機械翻訳精度を更に向上させるとと

もに、ドイツ語、フランス語、韓国語、中国語繁体字（台湾）、ＡＳＥＡＮ言語、

ロシア語等から日本語へ、日本語から外国語へ等の機械翻訳の多言語化を目指しま

す。

また、当財団の公益目的支出計画事業のひとつとして、アジア太平洋機械翻訳

協会（ＡＡＭＴ）に設置している「ＡＡＭＴ／Ｊａｐｉｏ特許翻訳研究会」にお

いて、産学連携による特許機械翻訳の調査・研究を継続して推進します。

（２）人工知能の活用と検索に関する研究開発

２０１８年２月に設立した知財ＡＩ研究センターを中心として、人工知能と特

許情報資源を活用した特許文献及び特許図面の検索技術、意匠・商標の調査・解析

技術の開発等に向けて、特許・意匠・商標検索における課題と人工知能に対するニ

ーズを明確化すると共に、人工知能の専門家及び研究機関との協力体制を活用して、

商用サービスへの導入に向けた研究を進めます。

日中英の技術用語の異表記展開、日中英の企業名・発明者対訳テーブル、名揺

遷データ等の言語資源による検索支援ツールの機能拡充、特許技術用語データベー

スの構築等、当財団保有資源の活用を含む特許検索の利便性と精度の向上について

の研究開発を進めます。

図形商標の検索などを始めとする商標調査・解析技術についても、ＡＩ活用と

いう解決手段のみにこだわらず、業務の効率化及び更なる精度向上のための研究開

発を進めます。

（３）社会的課題を解決する技術の特許情報の分析に関する研究開発

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）及びカーボンニュートラルに関連する技術の

特許情報について、人工知能を活用して可視化する技術等の研究開発を進め、２０

２１年４月にはＳＤＧｓ技術の分析結果を発表し、９月にはカーボンニュートラル

技術の分析結果を発表しました。これは、ＥＳＧ投資に資する分析情報であり、上

位にランキングされた企業では、自社のＩＲ情報などに活用されています。また、

１０月からは「技術の見える化データ提供サービス」としてデータ販売を開始しま

した。

分析結果の発表にあたり、知財ＡＩ研究センターの特設サイトを用意し、研究

成果を広く公表しています。また、当財団の活動を親しみやすく紹介するため、ゆ

るキャラの「にゃぴお いただきまる」によるＳＮＳを通じた情報発信も行ってい

ます。

（４）日本語処理に関する研究開発

曖昧さ（係り受け、照応）に富んだ日本語を、産業・技術情報を人に理解しや

すく、かつ、コンピュータ（機械）にも処理しやすく表現するための日本語（産業

日本語）にする「産業日本語プロジェクト」を継続し、産業・技術文書のライティ

ングに関する調査研究を推進します。また、「第１４回産業日本語研究会・シンポ

ジウム」をコロナ禍に応じた実施方法で開催します。（公益目的支出計画事業）
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５．国際関係事業

ヨーロッパやアジアでのフォーラム（例えば、欧州特許庁（ＥＰＯ）による「East

Meets West 2022」、中国国家知識産権局（ＣＮＩＰＡ）による「China Patent Annual

Conference」、韓国特許情報院（ＫＩＰＩ）による「PATINEX」）に専門家を派遣し、

人材交流を行います。

また、中国国家知識産権局の下部機関である中国専利信息中心（ＣＮＰＡＴ）と

の間で、日中の機械翻訳に関し、翻訳辞書及び文献データの交換等について協力を

進めます。

６．その他事業

（１）特許情報普及活動功労者表彰

２０１１年７月に解散した関西特許情報センター振興会からの寄付金を受けて

運営している特許情報普及活動功労者表彰事業において、特許情報の普及活動に携

わるすべての人々の意識を高め、特許情報の更なる普及と活動を支援する趣旨で、

特許情報の普及、活用、研究、人材育成に顕著な功績があった個人及び団体を対象

にその功績を表彰します。

受賞者については、表彰式においてその功績を表彰し、当財団ホームページに功

績の内容を掲載します。

（２）展示会の開催等（公益目的支出計画事業）

① 特許・情報フェア＆コンファレンスの主催

最新の特許情報及び知的財産関連情報を一堂に網羅する「２０２２特許・情報

フェア＆コンファレンス」を、一般社団法人発明推進協会、株式会社産業経済新

聞社と共に主催します。

また、産業財産権情報に関する当財団製品の展示等を実施します。

② 特許・情報フェアにおけるコンファレンスの開催

「２０２２特許・情報フェア＆コンファレンス」では、五大特許庁（日本国特

許庁・米国特許商標庁・欧州特許庁・韓国特許庁・中国国家知識産権局）と世界

知的所有権機関（ＷＩＰＯ）の協力を得て、各機関における施策と特許情報検索

サービスに関する講演等を行うコンファレンスを開催します。

（３）「ＹＥＡＲ ＢＯＯＫ ２０２２」の作成と頒布（公益目的支出計画事業）

特許情報の活用、機械翻訳と検索技術等を題材にした寄稿と、民間の産業財産

権情報提供事業者による関連システム及びサービスの情報をまとめた「ＹＥＡＲ

ＢＯＯＫ ２０２２」を作成して頒布するとともに、当財団ホームページ上で公開

します。

（４）人材育成

人工知能及びビッグデータなど、先進的なＩＴの活用及びＩＴマネジメントが

重要となる環境に適応して当財団の事業の推進を支える人材の素養を高めるため、

ＩＴ人材育成及び語学能力向上のための各種資格の取得、先進技術を活用したＯＪ

Ｔを推進し、職員の自己改革を進めるための支援を行います。
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これらにより、各種事業に求められる職員一人ひとりの資質の、より一層の向

上を図ります。

（５）情報システムの環境の整備と合理化の推進

財団事業で使用する業務システム及びデータベースについて、事業全体を視野

に入れ、業務の効率化と情報資源の効率的活用を目指した横断的な最適設計と管理

運営に努めます。

また、総合的な競争力を強化するため、熾烈な競争入札が行われる抄録事業及

び商標事業において、抄録及び調査報告書の品質を維持しつつ事業コスト削減を図

るためのシステムサポートと業務改善を進めます。

（６）セキュリティ管理、品質管理及び個人情報保護体制の維持と運用

当財団内に構築したマネジメントシステム（ＱＭＳ・ＩＳＭＳ・ＰＭＳ）の維

持・運用を推進し、役職員が一丸となって継続的な改善に取り組み、品質及びセキ

ュリティの目標を明確にし、常に業務プロセスの見直し・改善を行うことで、コス

トの削減及び品質の向上、顧客満足度の向上に努めます。

７．公益目的支出計画事業の実施

一般財団法人への移行の際に作成した公益目的支出計画に則り、下記の事業を実

施します。

（１）中小企業等特許先行技術調査支援事業

（２）「２０２２特許・情報フェア＆コンファレンス」の主催及び「ＹＥＡＲ ＢＯＯＫ

２０２２」の発行

（３）産業・技術情報を人に理解しやすく、かつ、コンピュータ（機械）にも処理しや

すく表現するための日本語（産業日本語）の研究とその普及

（４）ＡＡＭＴ／Ｊａｐｉｏ特許翻訳研究会
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（単位：千円）

Ⅰ 一 般 正 味 財 産 増 減 の 部
１．経 常 増 減 の 部
 (1)経 常 収 益

①基本財産運用益 ( 8,118 ) ( 8,352 ) ( -234 )
基 本 財 産 受 取 利 息 8,118 8,352 -234

②特定資産運用益 ( 4,916 ) ( 5,980 ) ( -1,064 )
特 定 資 産 受 取 利 息 4,916 5,980 -1,064

③会　費　収　入 ( 8,500 ) ( 8,500 ) ( 0 )
賛 助 会 費 受 取 会 費 8,500 8,500 0

④事　業　収　益 ( 3,206,601 ) ( 4,914,154 ) ( -1,707,553 )
特 許 情 報 調 査 等 事 業 収 益 1,845,170 2,172,640 -327,470
特許情報加工・普及等事業収益 1,055,563 2,442,231 -1,386,668
複写サービス等その他事業収益 305,868 299,283 6,585

⑤受 取 寄 付 金 ( 500 ) ( 500 ) ( 0 )
受 取 寄 付 金 振 替 額 500 500 0

⑥雑　　収　　益 ( 10,463 ) ( 8,642 ) ( 1,821 )
受 取 利 息 10,378 8,546 1,832
雑 収 益 85 96 -11

経 常 収 益 計 ( 3,239,098 ) ( 4,946,128 ) ( -1,707,030 )
 (2)経 常 費 用

①事　業　費 ( 3,258,162 ) ( 4,606,900 ) ( -1,348,738 )
特 許 情 報 調 査 等 事 業 実 施 費 430,553 575,843 -145,290
特許情報加工・普及等事業実施費 464,812 1,306,241 -841,429
複写サービス等その他事業実施費 353,310 378,409 -25,099
事 業 人 件 費 1,818,275 2,101,218 -282,943
事 業 管 理 費 191,212 245,189 -53,977

②管　理　費 ( 403,160 ) ( 433,822 ) ( -30,662 )
人 件 費 214,150 228,507 -14,357
そ の 他 管 理 費 189,010 205,315 -16,305

経 常 費 用 計 ( 3,661,322 ) ( 5,040,722 ) ( -1,379,400 )
( -422,224 ) ( -94,594 ) ( -327,630 )

２．経 常 外 増 減 の 部
(1)経 常 外 収 益 0 0 0
経 常 外 収 益 計 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
(2)経 常 外 費 用 0 0 0
経 常 外 費 用 計 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

( -422,224 ) ( -94,594 ) ( -327,630 )
( 6,321,853 ) ( 6,416,447 ) ( -94,594 )
( 5,899,629 ) ( 6,321,853 ) ( -422,224 )

Ⅱ 指 定 正 味 財 産 増 減 の 部
500 500 0

( -500 ) ( -500 ) ( 0 )
( 1,000 ) ( 1,000 ) ( 0 )
( 500 ) ( 500 ) ( 0 )

Ⅲ 正味財産期末残高 ( 5,900,129 ) ( 6,322,353 ) ( -422,224 )

２０２２年度収支予算書

２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで

科　　目
２０２２年度

予算額
２０２１年度

予算額

当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額
指 定 正 味 財 産 期 首 残 高
指 定 正 味 財 産 期 末 残 高

増　減

当 期 経 常 増 減 額

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額
一 般 正 味 財 産 期 首 残 高
一 般 正 味 財 産 期 末 残 高

一 般 正 味 財 産 へ の 振 替 額
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（単位：千円）

先行調査
特情ﾌｪｱ
･YEARBOOK

産業日本語 AAMT 小計

Ⅰ 一 般 正 味 財 産 増 減 の 部
１．経 常 増 減 の 部
 (1)経 常 収 益

①基本財産運用益 (8,118) (8,118)
基 本 財 産 受 取 利 息 8,118 8,118

②特定資産運用益 (4,916) (4,916)
特 定 資 産 受 取 利 息 4,916 4,916

③会　費　収　入 (8,500) (8,500)
賛 助 会 費 受 取 会 費 8,500 8,500

④事　業　収　益 (450) (450) (3,206,151) (3,206,601)
特 許 情 報 調 査 等 事 業 収 益 450 450 1,844,720 1,845,170
特許情報加工・普及等事業収益 1,055,563 1,055,563
複写サービス等その他事業収益 305,868 305,868

⑤受 取 寄 付 金 (500) (500)
受 取 寄 付 金 振 替 額 500 500

⑥雑　　収　　益 (10,463) (10,463)
受 取 利 息 10,378 10,378
雑 収 益 85 85

経 常 収 益 計 (450) (0) (0) (0) (450) (3,206,651) (31,997) (3,239,098)
 (2)経 常 費 用

①事　業　費 (13,110) (16,832) (8,981) (10,811) (49,734) (3,189,770) (18,658) (3,258,162)
特 許 情 報 調 査 等 事 業 実 施 費 5,836 5,836 424,717 (430,553)
特許情報加工・普及等事業実施費 464,812 (464,812)
複写サービス等その他事業実施費 13,360 7,690 8,809 29,859 323,451 (353,310)
事 業 人 件 費 6,474 3,318 1,233 1,912 12,937 1,805,338 (1,818,275)
事 業 管 理 費 800 154 58 90 1,102 171,452 18,658 (191,212)

②管　理　費 (403,160) (403,160)
人 件 費 214,150 (214,150)
そ の 他 管 理 費 189,010 (189,010)

経 常 費 用 計 (13,110) (16,832) (8,981) (10,811) (49,734) (3,189,770) (421,818) (3,661,322)
(-12,660) (-16,832) (-8,981) (-10,811) (-49,284) (16,881) (-389,821) (-422,224)

２．経 常 外 増 減 の 部
(1)経 常 外 収 益 0 0 0
経 常 外 収 益 計 (0) (0) (0)
(2)経 常 外 費 用 0 0 0
経 常 外 費 用 計 (0) (0) (0)

(12,660) (16,832) (8,981) (10,811) (49,284) (-439,105) (389,821) (0)
(0) (0) (0) (0) (0) (-422,224) (0) (-422,224)
(0) (0) (0) (0) (0) (4,719,895) (1,601,958) (6,321,853)
(0) (0) (0) (0) (0) (4,297,671) (1,601,958) (5,899,629)

Ⅱ 指 定 正 味 財 産 増 減 の 部
(0) (0) (0) (0) (0) (500) (0) (500)
(0) (0) (0) (0) (0) (-500) (0) (-500)
(0) (0) (0) (0) (0) (1,000) (0) (1,000)
(0) (0) (0) (0) (0) (500) (0) (500)

Ⅲ 正味財産期末残高 (0) (0) (0) (0) (0) (4,298,171) (1,601,958) (5,900,129)

指 定 正 味 財 産 期 首 残 高
指 定 正 味 財 産 期 末 残 高

２０２２年度　収支予算書内訳表

２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで

科　　目

実施事業等会計

その他会計

当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額

法人会計 合計

当 期 経 常 増 減 額

当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額
一 般 正 味 財 産 期 首 残 高
一 般 正 味 財 産 期 末 残 高

他 会 計 振 替 額

一 般 正 味 財 産 へ の 振 替 額
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